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給与収入階級別の個人所得課税負担額の国際比較 
       

給与収入 区分 日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス 

500 万円 単身 

夫婦のみ 

夫婦子１人 

夫婦子２人 

４２．４ 

３５．３ 

２８．２ 

１９．６ 

８２．２ 

５１．６ 

３５．１ 

２８．６ 

６９．６ 

６９．６ 

６９．６ 

６９．６ 

８８．９ 

４１．８ 

３９．６ 

３９．６ 

７２．８ 

５３．８ 

４５．７ 

４２．４ 

700 万円 単身 

夫婦のみ 

夫婦子１人 

夫婦子２人 

７８．９ 

６７．８ 

５７．２ 

４６．２ 

１４５．１ 

９４．２ 

７７．６ 

７１．０ 

１１６．１ 

１１６．１ 

１１６．１ 

１１６．１ 

１６０．３ 

９４．８ 

９３．３ 

９２．０ 

１３３．１ 

９０．４ 

８１．３ 

７２．２ 

1,000 万円 単身 

夫婦のみ 

夫婦子１人 

夫婦子２人 

１５３．７ 

１４２．７ 

１３１．６ 

１１４．２ 

２３９．９ 

１６４．４ 

１４３．９ 

１３５．４ 

２３６．１ 

２３６．１ 

２３６．１ 

２３６．１ 

２８５．６ 

１８６．９ 

１８４．６ 

１８３．７ 

２２３．６ 

１４７．９ 

１３６．１ 

１２７．０ 

3,000 万円 単身 

夫婦のみ 

夫婦子１人 

夫婦子２人 

１，０３８．１ 

１，０１９．３ 

１，０００．５ 

９７０．３ 

９４８．７ 

８４３．３ 

８２９．９ 

８１６．４ 

１，１２６．２ 

１，１２６．２ 

１，１２６．２ 

１，１２６．２ 

１，１７１．８ 

１，０４７．６ 

１，０３５．５ 

１，０２３．４ 

１，０８２．３ 

８８２．３ 

８６３．４ 

８４１．８ 
 

（備考）本資料においては、統一的な国際比較を行う観点から、諸外国の税法に記載されている様々な所得控除や税額控除のうち、一定の家族構成や給与所得を前提として実際の税額計算にお

いて一般的に適用されているもののみを考慮して、個人所得課税負担額を計算している。従って、イギリスの勤労税額控除（全額給付）等は計算に含めていない。 

 

（注）１．個人所得課税には、所得税及び個人住民税等（フランスでは、所得税とは別途、収入に対して社会保障関連諸税（一般社会税等）が定率（現在、合計８％）で課されている）が含ま

れる。なお、フランスでは、別途、財政赤字が解消するまでの措置として、一時的に発生した高額所得に対する所得課税（最高税率４％）を 2012年より導入している（上記表中にお

いてはこれを加味していない）。 

   ２．日本においては夫婦子１人の場合、子が一般扶養親族（夫婦子２人の場合、子のうち１人が特定扶養親族、１人が一般扶養親族）、アメリカにおいては夫婦子１人の場合、子が 17歳

未満（夫婦子２人の場合、子のうち１人が 17歳以上、１人が 17歳未満）に該当するものとしている。 

   ３．夫婦のみ、夫婦子１人、夫婦子２人は専業主婦世帯として計算している。 

   ４．日本については、2016年分（平成 28年分）以後の給与所得控除の上限の引下げ（26年度改正）を加味していない。 

５．日本の個人住民税は所得割のみである。アメリカの個人住民税の例としては、ニューヨーク州の個人所得税を採用している。 

   ６．邦貨換算レート：１ドル＝100 円、１ポンド＝161 円、１ユーロ＝135 円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：平成 25 年(2013 年)11 月中における実勢相場の平均値）。 なお、

端数は四捨五入している。 

（2014年１月現在） 

（単位：万円） 
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イギリス

（12年度） フランス

（10年）
日本

（13年）

アメリカ

（11年）
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所得税の限界税率ブラケット別納税者（又は申告書）数割合の国際比較

（ 全 体 に 占 め る 構 成 割 合 ）

（注）１．日本のデータは、平成25年度予算ベース。

２．諸外国のデータは各国の税務統計に基づいて作成した（ただし、日本と異なり、一部分離課税に係るものが含まれる）。

３．アメリカは個人単位と夫婦単位課税の選択制であり、フランスは世帯単位課税であるため、納税者数の割合は推計が困難である。

このため、ここでは申告書数の割合を掲げている。

４．ドイツは課税所得に応じて税率が連続的に変化するため、ブラケット別納税者数割合は不明。

５．各国の税率構造について、表中の課税期間においては、日本は６段階（5・10・20・23・33・40％）、アメリカは６段階（10・15・25・28・33・35％）、イギリスは

３段階（20・40・50％）、フランスは４段階（5.5・14・30・40％）である。なお、2014年１月現在においては、アメリカは７段階（10・15・25・28・33・35・39.6％）、フランスは

５段階（5.5・14・30・41・45％）となっている。

（2014年１月現在）

10％以下 10％超～20％以下 20％超

日 本 （13年） 83% 13% 4%

ア メ リ カ （11年） 29% 43% 28%

イ ギ リ ス （12年度） 3% 84% 14%

フ ラ ン ス （10年） 55% 36% 9%

限界税率
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人的控除
（約30兆円）

その他
（約30兆円）

非
　
課
　
税
　
所
　
得

所　得　控　除
（約60兆円）

各種所得についての控除等
（約70兆円）

総合課税分（給与所得、雑所得（年金等）、事業所得、不動産所得 等）の課税ベースのイメージ

・給与所得控除

（約60兆円） ・基礎控除
（約18兆円）
・配偶者控除
（約５兆円）
・一般扶養控除
（約２兆円）

・特定扶養控除
（約１兆円）
・老人扶養控除
（約１兆円）
等

・社会保険料控除
（約25兆円）

・生命保険料控除
（約２兆円）
等

課税対象となる収入約250兆円 （給与収入（約200兆円）、年金収入（約30兆円）、事業・不動産収入(所得ベースで約20兆円)等）

所得金額（約160兆円）

課税所得（約110兆円）

[所得税額：約11.6兆円]

（注1）25年度予算ベース。
（注2)上記計数は納税者に係るものである。

○ 現在課税対象となる収入は約250兆円、課税所得は約110兆円。

○ 課税所得約110兆円に対して所得税額は約11.6兆円。

上記の所得税額に対し、約0.7兆円の税額控除（主として住宅
ローン控除）が適用（25年度予算ベース）。

⇒

・公的年金

等控除

（約14兆円）

等
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